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本報告書の調査は、個人所属マックスエアー式ドリフターＸＰ－Ｒ５０

３Ｌ型（超軽量動力機）他９件の航空事故に関し、航空・鉄道事故調査委

員会設置法及び国際民間航空条約第１３附属書にしたがい、航空・鉄道事

故調査委員会により、航空事故の原因を究明し、事故の防止に寄与するこ

とを目的として行われたものであり、事故の責任を問うために行われたも

のではない。

航空・鉄道事故調査委員会

委員長 佐 藤 淳 造



Ⅹ ヒューズ式３６９Ｅ型
ＪＡ９７２３
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航空事故調査報告書

所 属 株式会社エースヘリコプター

型 式 ヒューズ式３６９Ｅ型（回転翼航空機）

登録記号 ＪＡ９７２３

発生日時 平成１４年７月３０日 ０７時４５分ごろ

発生場所 秋田県本荘市赤田

平成１４年１１月 ６ 日

航空・鉄道事故調査委員会（航空部会）議決

委 員 長 佐 藤 淳 造（部会長）

委 員 勝 野 良 平

委 員 加 藤 晋

委 員 松 浦 純 雄

委 員 垣 本 由紀子

委 員 山 根 三郎

１ 航空事故調査の経過

１.１ 航空事故の概要

ＪＡ９７２３は、平成１４年７月３０日（火 、薬剤散布飛行のため、機長１名が）

搭乗して、本荘市内の場外離着陸場を離陸したが、０７時４５分ごろ、同市赤田字大

滝の水田上空を飛行中、電柱を支えるワイヤーに機体を接触させ、水田に墜落した。

搭乗者の死傷 機長 重傷

航空機の損壊 機体 大破 火災発生なし

１.２ 航空事故調査の概要

主管調査官ほか１名の航空事故調査官が、平成１４年７月３０日～８月１日、現場

調査及び口述調査を実施した。

原因関係者から意見聴取を行った。



- 2 -

２ 認定した事実

２.１ 航空機乗組員等に関する情報

機長 男性 ４７歳

事業用操縦士技能証明書（回転翼航空機） 第８４６４号

限定事項 ベル式４７型 昭和５７年 １ 月２８日

限定事項 ヒューズ式３６９型 昭和６１年 １ 月１７日

第１種航空身体検査証明書 第１８６６０６９９号

有効期限 平成１４年１２月２８日

総飛行時間 ５,０６０時間４５分

最近３０日間の飛行時間 ３６時間４４分

同型式機による飛行時間 １,６６９時間２７分

最近３０日間の飛行時間 ２４時間３７分

２.２ 航空機に関する情報

2.2.1 回転翼航空機

型 式 ヒューズ式３６９Ｅ型

総飛行時間 ３,３０１時間０２分

事故当時の重量及び重心位置 ２３６４.４５lb、１０２.５４inと推算さ

れ、許容範囲内と推定される。

（付図３参照）

2.2.2 航空機各部の損壊の状況

(1) 胴体 風防が破損していた。

(2) テール・ブーム 胴体取付部及びスタビライザー取付部の前方で破断分

離していた。

(3) メイン・ローター ５本全部のブレードがハブ取付部から破断分離し、各

ブレードは湾曲していた。

（写真１参照）

２.３ 気象に関する情報

。2.3.1 事故現場の南西約９kmに位置する本荘消防署の観測値は、次のとおりであった

08時00分 風向 南西、風速 ３.０m/s、気温 ２７℃、湿度 ７５％、

天気 晴れ
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2.3.2 機長によれば、事故当時の気象は次のとおりであった。

天気 晴れ、風向 北、風速 約２m/s、視程 良好

２.４ 現場調査

2.4.1 現場の状況

事故現場は、山間を北東から南西に流れる川に沿って広がる標高約９０ｍの水田

地帯で、いわゆる谷津田（谷地にある水気のある湿田）にあたる地域であった。同

機は、胴体、テール・ブーム及びスタビライザーに分離し、メイン・ローター・ブ

レード（以下「ＭＲＢ」という ）は５本ともハブの取付部付近から破断分離して。

いた。

胴体は、正面をほぼ南に向け、水田に墜落していた。すぐ南の土手には、１本の

ＭＲＢが食い込んでいた。

テール・ブームは、胴体の取付部及びスタビライザー取付部前方で破断分離した

状態で、胴体が墜落していた水田の南側に接する水田に落下していた。テール・ブ

ーム全体に打痕があり、変形していた。

スタビライザーは、胴体が墜落していた位置からほぼ北西側約２０ｍの土手に落

下していた。テール・ローター・ブレード（以下「ＴＲＢ」という ）は、１枚は。

取付部と先端から約２０cmの位置で破断分離し、もう１枚は先端から約２５cmの位

置で破断分離していた。バーティカル・スタビライザーの上方には、ＴＲＢ破断面

とほぼ等しい位置に打痕があった。

スタビライザーが落下していた地点の真上には、北西から南東方向に高さ約３０

ｍの高圧線が架設されていた。その下を、北側（地上高約１０ｍ、以下の地上高は

この地点を基準とする ）と南側（地上高約２０ｍ）の２本の家庭用電線の電柱を。

支えるため、長さ約１００ｍにわたり直径約７mmのワイヤーが、高圧線とほぼ同方

向に張られていた。ワイヤーには、南側の電柱から約３８ｍで地上高約１５ｍ付近

に、約５ｍの長さにわたって赤色及び白色の塗料が付着した擦過痕があった。

（付図２、及び写真１、２、３、４参照）

2.4.2 飛行の経過

事故に至るまでの経過は、機長及び目撃者によれば概略次のとおりであった。

(1) 機長

、 、 。事故前日 本荘市に到着し 午後から農協関係者と打ち合わせを行った

、 。その後 翌日散布する地域の境界や危険個所等の確認を地上から実施した

事故現場付近は、高圧線付近の西側約４００ｍの位置から、作業地図と照

らし合わせながら高圧線を確認したのみで、事故を起こした地点付近まで
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は行かなかった。

事故当日は、機体を夜間係留している船岡台場外離着陸場に０４時４０

分ごろ到着し、飛行前点検を実施して機体に異常のないことを確認した。

、 、その後 船岡台場外離着陸場から付図１に示す場外離着陸場に向け離陸し

、 。 、同４５分ごろ 同場外離着陸場に到着した 同４８分ごろから５分間程度

農協共済関係者を同乗させて、散布地域、危被害対象物、及び高圧線等の

危険個所を確認するための飛行を実施したが、霧のために事故現場近くを

含め大滝地区の谷津田は確認しなかった。電柱、電線については、全部は

確認していなかった。

０５時４０分ごろから、１回目及び２回目の散布を平野部を中心にそれ

ぞれ約５０分及び約４０分間、実施した。３回目は、霧も晴れたので、谷

、 。津田の散布予定地域の確認飛行を実施すべきであったが 実施しなかった

０７時２３分ごろ、場外離着陸場を離陸し散布地域である大滝地区の谷

津田に向かい、同４５分ごろ、事故発生地点付近に到着したころには、高

度約１０ｍで西側から飛行した。薬剤散布作業は開始していなかった。高

圧線付近までを目標に飛行していたので、そろそろ左に旋回しようとして

いた時、ドスンという音がして、身体に衝撃を感じた。すぐに機体が右旋

回を始めたので、左のラダーを踏み込んだが、全く効果がなく、機体が回

。 、 、転しながら高度を失っていった この時 高度はゆっくりと低下したので

ピッチレバーは操作しなかった。墜落した瞬間は覚えていないが、気がつ

くと、エンジン音がうるさかったので、自分でエンジンをカットした。機

体は、事故発生まで異常なかった。

高圧線直下に設置された高圧線を示す危険標識の旗には気づかなかっ

た。また、電柱を支えるワイヤーについては、地上からも上空からも確認

していなかったので、事故発生地点にワイヤーが張られていたことについ

て全く認識していなかった。

(2) 事故現場の西約３００ｍの自宅にいた目撃者

ヘリコプターは、西側から相当低い高度で飛行してきた。例年の散布飛

行よりも高度が低いと思って見ていたら、ぐるぐる回転しながら水田に墜

落した。

(3) 事故前日、機長に地上から現地を案内した農協職員

地上から車により危険地域、有機栽培地域等の危被害区域の状況を農薬

散布図をもとに確認した。事故現場付近の確認は実施しなかったので、電

柱を支えるワイヤーは確認していない。

（付図１参照）



- 5 -

２.５ その他必要事項

、 「 」2.5.1 散布前の確認調査について 社団法人農林水産航空協会 安全対策の手引き

には、次の内容が記述されている。

操縦士は、必ず作業地図により、作業前日に、散布区域内の障害物、散布を引

き受けていない水田等、危被害の起こり易いものなどを確認できる時間帯に現地

側の案内者と一緒に地上から事前調査を行ってください。

作業当日は、作業開始前ヘリコプターにより、前日の調査をふまえて確認飛行

を行い、作業の的確性と安全性を図るようにしてください。なお、この場合に同

乗する案内者は、散布地区をよく知っている人とします。

2.5.2 同社の作業基準書における航空防除編には、谷津田の散布について、次のよ

うに記載されている。

谷津田における散布は、予見しにくい障害物（かくれたる電柱・斜線・アンテ

ナ・電話線・索道等）の多いことを、念頭においてかからねばならない。ことに

所定の散布巾に近い谷津田にあっては、まず確認飛行を行ったうえ折り返し散布

に入る。

2.5.3 同社は、平成１３年６月２１日に福島県内において、回転翼航空機による薬

剤散布中、高圧送電線に接触し墜落、機長が重傷を負う事故を起こした。事故後、

同社は社員の安全意識の徹底を目的として、高圧線状態等の現地調査の徹底、高圧

線付近の飛行方法の確認などを内容とする安全通報を、平成１３年６月と同７月の

２回発行していた。

（ ）当委員会による同事故に関する航空事故調査報告書 平成１４年１月２５日付け

においては、散布作業前に、散布区域内の障害物等について地上から調査しておく

必要があることなどが、所見として述べられている。

同社では、送電線等障害物を地上から確認すること、作業の的確性、安全性確保

に努めることを中心に、薬剤散布の作業前説明会において同報告書を薬剤散布に従

事する乗員に説明していた。
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３ 事実を認定した理由

３.１ 同機は、機長等の口述から事故発生まで異常がなかったものと推定される。

３.２ 同機は、事故現場付近に架設されていたワイヤーの地上高約１５ｍより低い

高度約１０ｍで、ほぼ西から東へ飛行していたものと推定される。

３.３ 事故現場付近に架設されていた電柱を支えるワイヤーに、ＴＲＢ及びバーテ

ィカル・スタビライザーのものと推定される赤色及び白色の塗料が付着した擦過痕が

あったこと、ＴＲＢが破断分離していたこと並びにスタビライザーに打痕があったこ

とから、同機は、高圧線のほぼ真下に設置されていた電柱を支えるワイヤーの下を飛

行し、その際ＴＲＢ及びバーティカル・スタビライザーをワイヤーに接触させたもの

と推定される。

３.４ 同機のスタビライザーが、接触したと推定されるワイヤーのほぼ直下に落下

していたことから、同機は、ワイヤーに接触したことによりＴＲＢが破断し、尾部が

テール・ブーム取付部前方から破断したため、ワイヤーに接触直後に、ヨー・コント

ロールを喪失したものと推定される。

３.５ ヨー・コントロールを喪失した同機は、ＭＲＢ回転の反作用により右回転し

ながら高度を失い、水田に墜落したものと推定される。また、メイン・ローター・ブ

レードは、墜落した水田の土手に１本のブレードが食い込んでいたこと、及びテール

・ブームにメイン・ローター・ブレードによるものと推定される打痕が全体にあった

ことから、墜落直後に破断分離したものと推定される。

３.６ 2.5.1及び2.5.2に記述したとおり、機長は、あらかじめ散布予定地域を地上

及び上空から、すべての障害物等を確認しておく必要があったが、機長等の口述によ

れば、事故発生地点付近についてはこの確認作業を実施していなかった。このため、

同機がワイヤーに接触したのは、機長が電柱を支えるワイヤーの存在を認識していな

かったことによるものと推定される。また、高圧線のほぼ直下まで飛行したのは、機

長が高圧線の下に設置されていた危険標識の旗を見落とし、高圧線との距離間隔を見

誤ったためと推定される。
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４ 原 因

本事故は、同機が薬剤散布飛行中、電柱を支えるワイヤーにＴＲＢ及びスタビライ

ザーを接触させ、同部分が破断分離したため、機体のヨー・コントロールを喪失して

墜落し、機体を損傷して機長が重傷を負ったことによるものと推定される。

なお、同機がワイヤーに接触したのは、機長が事前に事故現場付近の障害物等の確

認を地上からも上空からも実施しなかったため、ワイヤーの存在を認識していなかっ

たことによるものと推定される。

５ 所 見

５.１ 障害物等の事前確認に関する実効性ある対策の強化

同社は、平成１３年６月に福島県内で薬剤散布飛行中の回転翼航空機が、高圧線に

接触し墜落する事故を起こしたため、事故後、現地調査等の事前確認の重要性、高圧

線付近の飛行方法の確認等について、安全通報を発するなどして社員への周知徹底を

図った。

、 、このような対応にもかかわらず 約１年後に再度ほぼ同様の事故が発生したことは

再発防止のための対策が十分でなく、安全確保のための基本手順が徹底されていなか

ったものと考えられる。

このため、薬剤散布飛行中の電線などの障害物等との接触事故防止のためには、散

布作業前における散布区域内の障害物等に関する地上からの調査及び確認飛行の確実

な実施の確保に関し、効果的で実効性のある対策を強化することが必要である。

５.２ 回転翼航空機における全社的な安全に対する取り組みの強化及び安全意識の

徹底

同社においては、本件事故以外にも、本報告書のⅤ項及びⅨ項にあるように、それ

ぞれ平成１２年９月と平成１４年７月に事故が発生している。さらに、これらの事故

の他にも同様の薬剤散布及び物輸作業中における回転翼航空機の事故が発生してい

る。

これらの事故については、いずれも安全確保のための基本的な事項が遵守されてお

らず、また作業や操作における誤りが事故原因に関与していたものが含まれている。

事故の教訓を同種事故の再発防止に活かすためには、再発防止のための対策や基本

手順を日常の航空機の運航において厳守し励行することが何よりも必要である。
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さらに、回転翼航空機の運航者において、全社的な安全に対する取り組みを強化す

るとともに、運航、整備に直接関与する職員のみならず、経営に携わる者を含め全社

的な安全意識の徹底を図り、運航、整備の現場において安全確保のための基本手順や

確認行為の確実な実施を徹底する必要がある。

６ 参考事項

６.１ 国土交通省東京航空局による厳重注意等

国土交通省東京航空局は、平成１４年７月１６日に発生した事故及び本件事故に関

し、同年７月３１日、同社に対し厳重注意するとともに、基本的安全対策等の実施に

ついて点検すること及び今後の安全運航確保のための対策を策定し報告するように指

示した。

６.２ 同社が実施した対策

同社は上記の指示を受け、同年８月２３日、以下の対策について国土交通省東京航

空局へ報告した。

(１) 特別現場視察の実施

高圧線付近における運航実態を把握するため、現場事前調査の実施状況、運

航状況等について特別現場視察を実施した。

(２) 今後の安全運航確保のための対策

航空法、運航規程、整備規程及び作業マニュアル等の守るべき事項を徹底す

るため、以下の対応をとることとした。

① 更なる安全意識の高揚

各自の技術や技量経験を過信せず、法令や諸規則を忠実に守ることを改め

て認識して行動するように、運航及び整備部門の社員に対し再教育する。

、 、 。② 作業前準備について しっかりとした意識を持ち 時間をかけて実施する

薬剤散布作業については、今回の特別現場視察での結果を踏まえ、現地調

査の方法を再検討する。

③ 規程や基準書に同乗者の操作禁止や限定事項を設けることを検討する。
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 付図３ ヒューズ式３６９Ｅ型 三面図 
単位：ｍ 

2.71 

8.05 

9.54 

1.97 



- 12 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真１ 事故機 

写真２ ワイヤーの下に落下していたスタビライザー

打痕 
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写真３ 破断分離したＴＲＢ 

ワイヤー 

高圧線 

写真４ 高圧線及び接触したと推定されるワイヤー 
（見やすくするため点線で表示） 


